
城陽市公募型指名競争入札実施要領 

 

 

 

 この要領は、城陽市において発注する建設工事の契約対象者を決定するにあたり、公募型指名競争入

札方式を採用した場合に適用する標準的な発注を想定した実施要領である。    

 これにより難い場合及び具体的な入札条件等については個々の案件ごとに、当該案件を審議する城陽

市入札・契約事務処理委員会で審議するものとする。            

 

１．公募型指名競争入札の方式 

（１）入札参加者を指名するにあたり、参加資格や条件を設定して入札参加希望者を募集し、参加希望

者から必要に応じた資料の提出を求め、審査を行い、審査において定めた基準以上の者を当該入札

に指名する方式をいう。 

（２）公募型指名競争入札（以下「競争入札」という。）の実施にあたっては、市内に本店を有する者

の参加を優先する。ただし、必要と認めた場合は、市内業者以外の者も参加させることができる。 

（３）競争入札の実施にあたっては、各案件ごとに作成する城陽市公募型指名競争入札のお知らせ（以

下「お知らせ」という。）とあわせて内容を判断するものとし、重複した記載内容がある場合はお

知らせに記載の内容を優先し判断するものとする。 

２．発注基準 

（１）土木一式工事  

発注予定金額（設計額） １億円未満 

（２）建築一式工事 

発注予定金額（設計額） ２億円未満 

（３）その他の工種  

発注予定金額（設計額） １億円未満 

３．競争入札に付する事項 

（１）工 事 名 各案件の公示（お知らせ）に記載の内容による。 

（２）工事場所 各案件の公示（お知らせ）に記載の内容による。 

（３）予定工期 各案件の公示（お知らせ）に記載の内容による。 

（４）工事概要及び条件 各案件の公示（お知らせ）に記載の内容による。 

４．入札参加者に要求される資格 

  当該案件の競争入札に参加しようとする者は、特に定めのない場合、城陽市建設工事業者指名受付 

簿に登載されている者で次に掲げる者以外の者でなければならない。ただし、各案件のお知らせで特 

別に定めた場合は、次の項目に別途定めた項目を追加又は削除した項目で審査し判断する。なお、城 

陽市公募型指名競争入札競争参加者選定基準において、競争参加資格の制限や運用にあたっての留意 

点について該当する場合は、当該規定の内容によるものとする。 

（１）城陽市公募型指名競争入札参加表明書（以下「参加表明書」という。）の受付期間の最終日から

入札執行の日までの期間に、城陽市競争入札等参加者の指名停止に関する規則又は城陽市公営企業

競争入札等参加者の指名停止に関する規程に基づく指名停止若しくは指名保留中である者 



（２）指名競争入札参加資格審査申請書若しくは添付書類中の重要な事項について、虚偽の記載をし、

又は重要な事実について記載しなかった者 

（３）契約書に基づく措置請求に従わないなど契約の履行が不誠実である者 

（４）一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について、関係行政機関等からの情報

により請負者の下請契約関係が不適切であることが明確である者 

（５） 警察当局から市長に対し、暴力団員が実質的に経営を支配し又はこれに準ずるものとして、公

共事業からの排除要請があり、当該状態が継続している場合など明らかに競争入札の参加者として

不適当であると認められる者 

（６）手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著しく

不健全であると認められる者 

（７）城陽市発注の公共事業について、安全管理の改善に関し労働基準監督署等からの指導があり、こ

れに対する改善を行わない状態が継続している場合であって、明らかに競争入札の参加者として不

適当であると認められる者 

（８）賃金不払に関する厚生労働省等関係行政機関からの通報が市長に対してあり、当該状態が継続 

している場合であって、明らかに競争入札の参加者として不適当であると認められる者 

（９）会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者（ただし、更生手続開始決定が 

なされている場合を除く。）または、民事再生法に基づき再生手続開始の申し立てがなされている 

者（ただし、再生手続開始決定がなされている場合を除く。） 

５．公募型指名競争入札の公示（お知らせ） 

  京都府入札情報公開システムに登録するほか、管財契約課前掲示板に掲示及び本市ホームページに

おいて公開する。  

６．入札への参加表明 

  本件の公募型指名競争入札に参加を希望する者は、参加表明書に必要資料を添付のうえ、城陽市長

に提出しなければならない。 

７．参加表明書の提出 

（１）提出書類 

  ① 参加表明書 

  ② お知らせに定める資料 

（２）提出方法等 

  ① 提出場所 

    京都府電子入札システム上 

やむを得ず書面で提出する場合は、城陽市総務部管財契約課契約検査係  

  ② 受付期間 

    各案件のお知らせに記載の内容による。 

  ③ 提出方法 

    京都府電子入札システムによる提出を原則とするが、やむを得ず書面で提出する場合は、持参

とする。郵送及びファックスによる提出は認めない。 

８．入札参加表明者への参加資格確認通知 

（１）入札参加資格が有とした者への通知 

  ① 入札参加表明書等により審査して入札参加資格者を選定し市長が指名する。 



  ② 京都府電子入札システム上で行う。 

③ 紙入札による参加表明書を提出した者への通知は、お知らせに定めた期日に公募型指名競争入

札参加資格確認通知書の配布を行うので城陽市総務部管財契約課契約検査係に受取りにくるこ

と。 

（２）入札参加資格が無とした者への通知等 

  ① 京都府電子入札システム上で行う。 

  ② 紙入札による参加表明書を提出した者のうち入札参加資格が無とした者に対しては、お知らせ

に定めた期日に公募型指名競争入札参加資格確認通知書（資格が無と記載したもの）の交付を行

うので受取りにくること。 

  ③ 決定内容に対する説明は、城陽市総務部管財契約課契約検査係において行う。 

  ④ 入札参加資格が無とした者の詳細内容について説明を求めようとする者は、当該通知日から起

算して２日（城陽市役所の開庁日）以内に、説明を求める内容を記載した書面を城陽市総務部管

財契約課契約検査係に提出しなければならない。その回答は、当該書面の提出日の翌日から起算

して２日（城陽市役所の開庁日）以内に、城陽市総務部管財契約課契約検査係において行う。 

９．設計書及び仕様書等の配布 

（１）配布方法及び期間 

  ① 配布方法 

    原則として京都府入札情報公開システムの入札公告・入札情報からダウンロードすること。 

   やむを得ず書面による窓口配布を希望する者は、城陽市総務部管財契約課契約検査係において行

う。 

  ② 配布期間 

    特に定めのある場合を除き、各案件の公告日以降、入札終了までとする。 

ただし、窓口配布を希望する者は城陽市役所の開庁日（国民の祝日、休日並びに土曜日及び日

曜日を除く毎日。）とし、配布時間は午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後 1 時ま

でを除く。）。 

１０．設計書類、仕様書等に関する質疑 

（１）質疑書の受付期間 

  ① 受付期間 

各案件のお知らせに記載の内容による。 

（２）質疑書の提出方法 

  ① 質疑は文書によるものとし、質問の要旨を簡単にまとめて箇条書きにすること。 

  ② メールによる提出とする。 

  ③ やむを得ず書面による提出を希望する者は、城陽市総務部管財契約課契約検査係まで提出にく

ること。 

（３）質疑に対する回答 

質疑に対する回答は、メールによる。 

やむを得ず書面による配布を希望する者は、城陽市総務部管財契約課契約検査係まで受取りにく

ること。 

１１．入札及び開札の予定日時及び場所 

（１）日 時 各案件のお知らせに記載の内容による。 



（２）場 所 京都府電子入札システム上 

１２.入札方法等 

① 入札執行回数は、１回とする。 

② 不落の場合は、入札不調とする。 

１３.入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 

    入札保証金は免除する。 

② 契約保証金 

    契約保証金は、請負代金額の１００分の１０以上に相当する保証金の納付、又は請負代金額の

１００分の１０以上に相当する担保の提供とする。ただし、予定価格が５００万円未満で、かつ

契約者が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるときは免除する。詳細について

は、城陽市契約規則又は城陽市公営企業契約規程の規定によるものとする。 

１４.開札 

  入札者又はその代理人は開札に立ち会わせることができる。 

１５.入札の無効 

① 本要領に示した入札参加者に必要な資格のない者及び参加表明書に虚偽の記載をした者のし

た入札は無効とする。 

② 指名されたものであっても、入札時点において本要領に示した入札に参加する者に必要な資格

のない者のした入札は無効とする。 

③ その他の事項は、指名通知書による。 

１６.予定価格 

  公示（掲示）時に公表する。 

１７.最低制限価格 

契約相手決定後に公表する。 

１８.設計金額 

契約相手決定後に公表する。 

１９.落札者の決定 

最低制限価格と予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者と 

する。 

２０.契約の締結 

  ① 契約の締結は、城陽市又は城陽市公営企業標準契約約款に基づき行う。 

  ② 契約締結に際して、城陽市議会の議決を必要とする場合は、当該契約議案が城陽市議会におい

て議決されることを要件として仮契約を締結し、要件を満たした後に本契約を締結する。 

２１.支払条件 

城陽市又は城陽市公営企業標準契約約款に基づき作成した当該工事請負契約書による。 

２２.消費税・地方消費税の取扱い 

特別に定めのある場合を除き、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税・地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積った契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 



２３.閲覧 

  入札結果等の契約に関する情報の閲覧は、城陽市建設工事の入札及び契約の過程等の公表に関する

要綱の公表要領により行う。 

２４.その他 

（１）契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（２）入札参加者は、指名通知書を熟読し遵守すること。 

（３）参加表明書及び添付資料に虚偽の記載をした場合には、指名停止措置を行うことがある。 

（４）入札辞退届を提出した者に不利益を課すことはない。 

（５）参加表明書の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。 

（６）提出された参加表明書及び添付資料は返却しない。 

（７）参加表明書受付期間の終了後における参加表明書の差し替え及び再提出は認めない。 

（８）各案件のお知らせにおいて定めがある場合はその記載内容を優先するものとする。 

（９）１から２３までに定めるもののほか、城陽市財務規則、同契約規則、指名通知書等の定めるとこ

ろによる。なお、事務上の都合により、必要に応じて城陽市長が一部を変更しまた追加する場合が

ある。 

   なお、城陽市においては透明・公正な契約手続をより追求する観点から、入札・契約手続におい

て不透明な働きかけや不正な手続が認められる場合は、厳しくこれを排除すべく必要な措置を行う。 

 

（施行期日） 

 この要領は、平成１５年１月６日から施行する。 

 この要領は、平成１５年１０月１日から施行する。 

 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成１６年１２月２７日から施行する。 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成１８年７月１日から施行する。 

 この要領は、令和２年１２月１日から施行する。 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。 


